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解答日

正　誤

制限行為能力者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

１　未成年者Ａは友人Ｂとの間でＡ所有のバイクの売買契約を行い、Ａは売買代金 100 万
円の支払いを、Ｂはバイクの引渡しをそれぞれ受けた。その後、当該売買契約が、Ａ
が法定代理人の同意を得ていなかったことを理由として取り消された場合、Ｂから売買
代金の返還を求められたＡは、すでに生活費として 20 万円、遊興費として 80 万円を費
消していたことを理由とし、売買代金全額の返還を拒むことができる。

２　成年被後見人Ａは、Ｂとの間で自己所有の土地をＢに無償で譲渡する旨の契約を締結
した。Ａが行為能力を回復した後、ＢがＡに対し 1 ヵ月以上の期間を定めて当該譲渡
契約を追認するかどうかを確答すべき旨の催告をした場合、期間内に確答がなければ
Ａはその行為を追認したものとみなされる。

３　成年被後見人Ａは、成年後見人Ｂの同意を得ずに自己所有の建物をＣに売却した。Ｂは、
建物売却についての同意がないことを理由として、Ａ・Ｃ間の建物売買契約を取り消す
ことができる。

４　被保佐人Ａは、保佐人Ｂの同意を得ずに、Ｃに貸していた金銭の利息を領収した。Ｂは、
同意がないことを理由として、Ａのした利息の領収行為を取り消すことができる。

５　被補助人Ａは、金銭の借入行為については補助人 B の同意を得なければならない旨の
審判を受けていた。ＡがＢの同意を得てＣとの間で金銭消費貸借契約を行った場合、相
手方であるＣはＡが被補助人であることを理由として当該契約を取り消すことはできな
いが、Ａは、Ｂの同意があれば当該契約を取り消すことができる。

問題1：制限行為能力者制度
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【解答・解説】

制限行為能力者に関する問題です。各制限行為能力者が単独でできる行為の範囲およ
び保護者の権能、相手方の保護について確認しておきましょう。相手方の催告権について、
期間内に確答がなかった場合の効果（追認または取消しのどちらとみなされることにな
るのか）は少々複雑ですが、催告を受けた者が誰であるかに着目して考えましょう。

１　誤り。〔取消しによる返還の範囲〕
行為能力の制限を理由に法律行為が取り消された場合、当事者は原状回復義務を負うが

（民法 703 条）、制限行為能力者は現存利益のみ返還すればそれで足りる（民法 121 条た
だし書）。Ａが受け取った 100 万円のうち、遊興費に充てた 80 万円については現存利益
がないが、生活費に充てた 20 万円については現存利益があると考えられるため、Ａは
100 万円全額について返還を拒むことはできない。

２　正しい。 〔相手方の催告権〕
成年被後見人が行為能力者となった後に、その者に対してした催告は、期間内に確答が

なければその行為を追認したものとみなされる（民法 20 条 1 項）。
３　誤り。〔成年後見人の権限〕

成年後見人には同意権がないため、Ｂは成年後見人の同意がないことを理由として、Ａ・
Ｃ間の売買契約を取り消すことはできない。なお、成年被後見人が単独ですることがで
きるのは日用品の購入その他日常生活に関する行為に限られる（民法 9 条ただし書）。し
たがって、建物の売買契約を行為能力の制限を理由に取り消すことはできる。

４　誤り。〔保佐人の同意を要する行為〕
被保佐人が利息を領収する行為は、民法 13 条 1 項 1 号で定める元本の領収には当たら

ないため、被保佐人は単独でこれをすることができ、保佐人は同意がないことを理由と
してこれを取り消すことはできない。

５　誤り。〔同意を得て行った法律行為の効果〕
補助人の同意を得て行った法律行為は、有効な行為として確定するため、相手方はもち

ろん本人もこれを取り消すことはできない。




